
障害のある人がよりよい日常生活を送れるよう各相談窓口と福祉サービスの主な内容をご
紹介します。このほかのサービスや詳しい内容については、お問い合わせください。

手 帳 の 交 付 障害のある人が、各種のサービスを受けるために必要な手帳として、３種類の
手帳があります。

障害者福祉課

〒１０５－８５１１ 芝公園１－５－２５ �３５７８－２１１１ FAX３５７８－２６７８
障害者福祉係 �内線２３８３・２３８６～９ 障害者施策調整担当 �内線２４５８・２６９４ 障害者支援係 �内線２４６０・２４６２・２６６７～８・２６７１～４・２６７７
精神障害者担当 �内線２４５７・２６７０ 障害保健福祉センター担当 �内線２４５９

麻布地区総合支所

〒１０６－８５１５ 六本木５－１６－４５
区民課保健福祉係 �５１１４－８８２２ FAX３５８３－０８９２
区民課窓口サービス係 �５１１４－８８２１ FAX３５８３－０８９２
協働推進課活動推進係 �５１１４－８８０２ FAX３５８３－３７８２

芝地区総合支所

〒１０５－８５１１ 芝公園１－５－２５
区民課保健福祉係 �３５７８－３１６１ FAX３５７８－３１８３
区民課窓口サービス係 �３５７８－３１７０ FAX３５７８－３１８２
協働推進課活動推進係 �３５７８－３１２１ FAX３５７８－３１８０

高輪地区総合支所

〒１０８－８５８１ 高輪１－１６－２５
区民課保健福祉係 �５４２１－７０８５ FAX５４２１－７６１３
区民課窓口サービス係 �５４２１－７６１２ FAX５４２１－７６１３
協働推進課活動推進係 �５４２１－７６２１ FAX５４２１－７６２６

障害者（児）なんでも相談（総合相談窓口）

〒１０５－００１４ 港区芝１－８－２３障害保健福祉センター１階
�５４３９－２５１１ FAX５４３９－２５１４

福祉サービスの利用方法や手続きの方法、就労に関するこ
と、趣味や余暇活動、人間関係の悩みなど、生活に関するさ
まざまな相談を受けます。窓口に来られない人には、訪問相
談も行います。窓口は月・木曜 午前１０時～午後４時

みなと保健所（保健サービスセンター）

〒１０７－００５２ 赤坂４－１－２６（赤坂仮庁舎）
健康推進課地域保健係�３４５５－４７７２ FAX３７９８－４６１９
乳幼児の発達の遅れ、しつけ上の問題、情緒不安な
どの療育上の問題に医師・保健師・栄養士などが必要
な指導援助を行っています。精神障害者やこころの病
気を持つ人の相談や援助も行っています。

芝浦港南地区総合支所

〒１０８－８５４７ 芝浦３－１－４７
区民課保健福祉係 �６４００－００２２ FAX５４４５－４５９０
区民課窓口サービス係 �６４００－００２１ FAX５４４５－４５９０
協働推進課活動推進係 �６４００－００３１ FAX３４５２－４９０２

障害保健福祉センター（ヒューマンぷらざ）

〒１０５－００１４ 芝１－８－２３
�５４３９－２５１１ FAX５４３９－２５１４

区内の障害のある人に対して、障害の種類や程
度、年齢に応じた各種相談・通所指導、機能訓練
などの事業を行なうとともに社会参加の機会や交
流の場を提供し、障害者の自立的な活動を支援す
ることを目的とした施設です。

精神障害者地域生活支援センター（あいはーと・みなと）

〒１０８－００７４ 高輪１－４－８
�５７９８－４６６０ FAX３４４９－０５３１

「仲間がほしい」「のんびり過ごせる場所がほし
い」「相談したい」精神障害のある人やその家族が
地域で安心して暮らせるようにお手伝いし、社会
復帰およびその自立と社会参加の促進を図りま
す。

赤坂地区総合支所

〒１０７－８５１６ 赤坂４－１８－１３
区民課保健福祉係 �５４１３－７２７６ FAX３４０２－８１９２
区民課窓口サービス係 �５４１３－７０１２ FAX３４０２－８１９２
協働推進課活動推進係 �５４１３－７２７２ FAX５４１３－２０１９

各総合支所

区民課保健福祉係では、身体障害者手帳の申請受付、精神障害者保健福祉手帳や医療費助成の申請受付、心身に障害のある人に対する各種サービスを
行っています。また、「身体障害者福祉司」や「知的障害者福祉司」および担当の職員が相談、助言、援助を行います。

主 な 相 談 窓 口 主な福祉サービスの相談窓口をご紹介します。

受け付け・問い合わせ

各総合支所
区民課
保健福祉係
�上記参照

手帳の再交付などについて
各総合支所区民課保健福祉係
１８歳以上の人の判定予約につい
て
・東京都心身障害者福祉センター
�３２０３－６１４１

１８歳未満の人の判定予約につい
て
・東京都児童相談センター
�３２０８－１１２１

各総合支所
区民課
保健福祉係
�上記参照

注１平成２２年４月から追加となりました。申請のためには、９０日以上の間隔を置いて２回の検査結果が必要です。なお、平成２２年３月３１日までに第１回の検
査を受けた人で、平成２２年７月末までに手帳の申請をした人については、平成２２年４月１日付で手帳を交付します。

注２身体障害者の指定医については、各総合支所区民課保健福祉係または障害者福祉課障害者支援係までお問い合わせください。

対 象

身体に視覚障害、聴覚障害、平衡機能障害、音声機能・言語機
能・そしゃく機能の障害、肢体不自由（上肢、下肢、体幹（たいか
ん）、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害）、
心臓・じん臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・小腸・ヒト免疫不全ウ
イルスによる免疫・肝臓（ 注１）の機能に障害がある人
【申請書類】
・指定医（ 注２）による所定の診断書・意見書
・写真（タテ４ｃｍ×ヨコ３ｃｍ、無帽、上半身）
・印鑑

知的機能の障害が発達期（おおむね１８歳まで）に現れ、日常生活
に支障が生じている人
※東京都心身障害者福祉センターまたは東京都児童相談センター
の判定が必要です。

【手続き】
・愛の手帳の判定は、直接電話で問い合わせ先に予約の申し込み
をしてください。

・判定時の持ち物は、電話予約時に確認してください。

精神疾患を有する人のうち、精神障害のため長期にわたり日常
生活や社会生活への制約がある人
※入院・在宅による区別や、年齢制限はありません。
※有効期間は、原則として２年間です。
【申請書類】
・所定の診断書または、障害年金などの写しおよび同意書（診断
書は各総合支所区民課保健福祉係の窓口で配布しています）

・写真（タテ４ｃｍ×ヨコ３ｃｍ、無帽、上半身）
・印鑑

内 容

身体障害者（児）が各種の援護
を受けるために必要な手帳とし
て、身体障害者福祉法に定める
障害に該当すると認められた場
合に、本人（１５歳未満の場合は
保護者）の申請に基づいて交付
されます。

知的障害者（児）が、各種の援
護を受けるために必要な手帳と
して、都が独自に設けた制度で、
本人または保護者の申請に基づ
いて交付されます。なお、国の
制度として療育手帳があり「愛
の手帳」はこの制度の適用を受
けています。

精神障害者が、さまざまな支
援を受け、社会復帰および自立
と社会参加の促進を図ることを
目的として交付されます。

制 度

身体障害者手帳
（１～６級）

愛の手帳
（１～４度）

精神障害者
保健福祉手帳
（１～３級）

発行／港区 発行部数127,000部 編集／保健福祉支援部障害者福祉課 〒105-8511 港区芝公園1-5-25
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支給決定までの流れ

障害者の福祉サービスの必要性を総合的に判定するため、支給決定の

各段階において、次の項目を確認した上で支給決定を行います。

�障害者の心身の状況（障害程度区分）

�社会活動や介護者、居住などの状況

�サービスの利用意向

�訓練・就労に関する評価を把握

※障害程度区分とは

障害程度区分とは、障害者に対する介護給付の必要度を表す６段階の

区分（区分１～６：区分６の人が必要度が高い）です。介護給付の必要度

に応じて適切なサービス利用ができるよう、導入されました。

障害者の特性を踏まえた判定が行われるよう、介護保険の要介護認定

調査項目（７９項目）に、調理や買い物ができるかどうかなどＩＡＤＬ（手

段的日常生活動作）に関する項目（７項目）、多動やこだわりなど行動障

害に関する項目（９項目）、話がまとまらないなど精神面に関する項目（１１

項目）の計２７項目を加えた１０６項目の調査を行い、港区障害程度区分審査

会での総合的な判定を踏まえて区が認定します。

利用者負担について
利用額は、所得に応じた区分に分けられ、それぞれに負担の上限額が決められています。利用者負担については、サービス費用の１割分をご負
担いただく「定率負担」となり、１カ月にご負担いただく合計額は、所得段階に応じた一定額が上限となります。上限額に達しない場合は、その金
額までが負担額となります。

統合上限額（区独自軽減策）
介護給付、訓練等給付、自立支援医療、補装具、移動支援、地域生活支援事業を受給する人の同一月における利用者負担額の合計が一定額を上
回る場合、その額を返還します。
詳しくは、各総合支所区民課保健福祉係�１面参照までお問合せください。

発達障害および高次脳機能障害への理解促進のために ●●●●
平成２２年度の新たな取り組みとして、発達障害および高次脳機能障害について理解を深めてもらうために、講演会を開催する予定です。

発達障害については来年２月ころ、高次脳機能障害については本年１１月ころの開催を予定しています。
それぞれの講演会について詳しくは、「広報みなと」で、お知らせする予定です。

※発達障害：自閉症、アスペルガー症候群、そのほかの広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、そのほかこれに類する脳機能障害で、
その症状が通常低年齢において発現するもの。

※高次脳機能障害：交通事故等による外傷性脳損傷などの後遺症により、失語、記憶障害、判断・遂行障害、認知障害などを示すもの。

障害者自立支援法 利用の手続きについてご説明します

月額上限負担額

０円

０円

０円

【障害児】４６００円

【障害者】９３００円

９３００円

３万７２００円

対 象

生活保護受給世帯

区民税非課税世帯のうち、障害者または障害児の保護者
の年収が８０万円以下の人

区民税非課税世帯で低所得１に該当しない人

施設入所者以外

２０歳未満の施設等入
所者

区民税課税世帯で一般１に該当しない人

区民税課税世帯 区民税所得割額
１６万円（障害児にあっては、２８万
円）未満の者に限り、
２０歳以上の施設入所者を除く。

所得区分

生活保護

低所得１

低所得２

一般１

一般２

所得を判断する際の世帯の範囲は、次のとおりです。

世帯の範囲

障害のある人とその配偶者

保護者の属する住民基本台帳
での世帯

種別

１８歳以上の障害者
（施設に入所する１８，１９歳を除く）

障害児
（施設に入所する１８，１９歳を含む）

●
●
●
●
●
●
●
●
●
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障害者福祉サービス 障害者自立支援法によるサービス ―介護給付・訓練等給付・自立支援医療―

分類 サ ー ビ ス 名 サ ー ビ ス 内 容 問い合わせ

介

護

給

付

居宅介護（ホームヘルプ）
自宅で、入浴、排せつ、食事などの介護や調理、洗濯、掃除などの生活にかかわる援助、通院の介
護などを行います。
【対象】障害程度区分１以上の人

各総合支所
区民課
保健福祉係
�１面参照

障害者福祉課
障害者福祉係
�内線２３８３・
２３８６～９

重度訪問介護
重度の肢体不自由者で常に介護が必要な人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護や調理、洗濯、
掃除などの生活にかかわる援助、通院の介護などを総合的に行います。
【対象】障害程度区分４以上で所定の項目に該当する人（原則１８歳以上の人）

行動援護
知的障害または精神障害により行動上の困難さがあり、常に介護が必要な人に、危険を回避するた
めに必要な援護、外出時における移動介護を行います。
【対象】障害程度区分３以上で所定の項目に該当する人

短期入所（ショートステイ）
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、施設に入所し、入浴、排せつ、食事の介護などを
行います。
【対象】障害程度区分１以上の人

重度障害者等包括支援

常に介護が必要な人で、意思疎通を図ることに著しい支障がある人のうち、四肢のまひおよび寝た
きりの状態にある人・知的障害または精神障害により行動上著しい困難を有する人に、複数の障害
福祉サービスを包括的に行います。
【対象】障害程度区分６で所定の項目に該当する人

児童デイサービス 障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練などを行います。

療養介護

医療と常時介護が必要な人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護および日常生活の
世話を行います。
【対象】筋委縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者など気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行ってい

る人であって、障害程度区分６の人
筋ジストロフィー患者または重症心身障害者であって障害程度区分５以上の人

生活介護

常に介護を必要とする人に、日中障害者支援施設などにおいて、入浴、排せつ、食事の介護などを
行うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供します。
【対象】障害程度区分３（施設へ入所する場合は区分４）以上の人および年齢が５０歳以上の人は、障害

程度区分２（施設へ入所する場合は区分３）以上の人

施設入所支援
施設に入所する人に、主に夜間において、入浴、排せつおよび食事の介護、生活に関する相談・助
言、そのほかの必要な日常生活の支援を行います。
【対象】原則障害程度区分が区分４（５０歳以上の人にあっては区分３）以上の人

共同生活介護（ケアホーム）
夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護などを行います。
【対象】障害程度区分２以上の知的障害者および精神障害者

旧法施設支援
障害者自立支援法が施行される以前の身体障害者福祉法、知的障害者福祉法の規定に基づき設置さ
れた施設です。新法に基づく施設などに移行するまでの間、経過的に施設サービスを提供します。

訓

練

等

給

付

自立訓練（機能訓練）
身体障害者が自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、定められた期間において、
身体機能および生活能力の維持向上のために必要な訓練そのほかの援助を行います。

自立訓練（生活訓練）
地域生活を営む上で生活能力の維持・向上などのため、一定の支援が必要な知的障害者・精神障害
者に、一定期間、生活能力の向上のために必要な訓練を行います。

就労移行支援
一般就労などを希望し、知識・能力の向上、実習、職場探しなどを通じ、適性に合った職場への就
労などが見込まれる６５歳未満の人に、一定期間、就労に必要な知識および能力の向上のために必要
な訓練を行います。

就労継続支援（Ａ型）
雇用契約の締結などにより就労の機会や生産活動の機会を提供し、そのほかの就労に必要な知識お
よび能力の向上のために必要な訓練などを行います。
【対象】通常の事業所に雇用されることが困難であって、雇用契約に基づく就労が可能である障害者

就労継続支援（Ｂ型）
就労の機会や生産活動の機会を提供し、そのほかの必要な知識や能力の向上のために必要な訓練な
どを行います。
【対象】通常の事業所に雇用されることが困難であって、雇用契約に基づく就労が困難である障害者

共同生活援助
（グループホーム）

知的障害者および精神障害者に、夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の支援を
行います。

自
立
支
援
医
療

自立支援医療（１８歳以上）
［（旧）更生医療］

身体障害者が、手術などによって障害の程度を軽くしたり取り除いたりすることにより、日常生活
能力や職業能力を回復したり獲得したりすることを目的として行う医療で、知事の定める指定医療
機関において給付する制度です。

自立支援医療（１８歳未満）
［（旧）育成医療］

身体に障害のある児童に対し、知事の定める指定育成医療機関において、生活能力を得るために必
要な医療を給付する制度です。

自立支援医療
［（旧）精神通院医療］

在宅で精神疾患のために通院している場合に、保険と公費で医療費の９割を負担し、通院医療費の
自己負担を原則１割にする制度です。

補
装
具

補装具費の支給

身体障害者（児）の失われた身体機能を補完、代替し、かつ日常生活で長期にわたり継続して使用す
るもの（義肢、車いす、眼鏡、盲人安全つえ、補聴器など）を交付・修理します。
※更生相談所の判定が必要な場合があります。
【対象】身体障害者手帳の交付を受けた人

地
域
生
活
支
援
事
業

移動支援

社会生活上必要不可欠な外出および余暇活動など、社会参加のための外出の際に必要となる移動の
介護または付き添いで、１日の範囲内で用務を終えるものを支援します。
【対象】視覚障害者、下肢機能障害者、知的障害者、精神障害者、高次脳機能障害者、内部障害者、

障害児

日常生活用具の給付
重度の障害者（児）などに対し、特殊寝台・特殊マット・特殊便器・ストマ用具などを給付します。
（障害の種別、程度により給付内容が定められています）

住宅設備改善
重度の身体障害者（児）に対し、トイレ、浴室の改修や段差の解消またはホームエレベーターの設置
など、住宅設備の改善に関わる費用を給付します。
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受け付け・問い合わせ

各総合支所
区民課

保健福祉係
�１面参照

受給できない人

・６５歳以上の新規の申請者
・児童育成（障害）手当を受給し
ている人

・障害者更生施設などに入所し
ている人

・所得が一定以上の人

・障害者更生施設などに入所し
ている人

・障害を事由とする公的年金を
受給している人

・聴覚障害の場合、補聴器の使
用効果のある人、運転免許の
適性試験に合格している人

・扶養義務者などの所得が一定
以上の人

・障害者更生施設などに入所し
ている人

・病院・診療所に３カ月を超え
て入院している人

・所得が一定以上の人

・障害者更生施設などに入所し
ている人

・病院・診療所に３カ月を超え
て入院している人

・６５歳以上の新規申請の人
・所得が一定以上の人

・所得が制限額を超えている人
・当該児童が施設に入所してい
る人注１

・当該児童が心身障害者福祉手
当を受給している人

・所得が制限額を超えている人
・当該児童が施設に入所してい
る人注１

左記の対象者でも次の場合は受
給できません。
・本人または扶養義務者の所得
が制限額を超えているとき

・当該児童が公的年金を受ける
ことができるとき

・当該児童が施設に入所してい
るとき注１

・本人または扶養義務者の所得
が制限額を超えているとき

・当該児童または請求者が公的
年金・遺族補償を受けること
ができるとき

・当該児童が施設に入所してい
るとき注１

支 給 月

４月（１２～３月分）
８月（４～７月分）
１２月（８～１１月分）
本人の口座に振り込み
ます。

２月（１１～１月分）
５月（２～４月分）
８月（５～７月分）
１１月（８～１０月分）
本人の口座に振り込み
ます。

毎月、本人の口座に振
り込みます。
※代行者の預金口座に
振り込みが可能な場
合もあります。

２月（１０～１月分）
６月（２～５月分）
１０月（６～９月分）
本人の口座に振り込み
ます。

４月（１２～３月分）
８月（４～７月分）
１１月（８～１１月分）
本人の口座に振り込み
ます。

４月（１２～３月分）
８月（４～７月分）
１２月（８～１１月分）
本人の口座に振り込み
ます。

手当額

月１万５５００円

月７７５０円

月１万４３８０円

月２万６４４０円

月６万円

月１万５５００円

月１万３５００円

月５万７５０円

月３万３８００円

所得により変
わります
月４万１７２０円
～９８５０円

対象

・身体障害者手帳１・２級の人
・愛の手帳１～３度の人
・脳性まひ・進行性筋萎縮症の人
・５面表１の難病医療費助成の受給者

・身体障害者手帳３級の人
・愛の手帳４度の人

２０歳未満で、精神または身体に重度の障害
があるため、日常生活において常時介護を
必要とする人
・身体障害者手帳１・２級程度の人
・愛の手帳１・２度程度の人
・常時介護を必要とする疾病・精神障害の
ある人

２０歳以上で、精神または身体に重度の障害
があるため、日常生活において常時特別の
介護を必要とする人
・身体障害者手帳１・２級程度、愛の手帳
１・２度程度で重複障害の人、重い精神
障害の人

・重度の知的障害であって、日常生活に常
時複雑な配慮を必要とする程度の著しい
精神症状がある人

・重度の知的障害と重度の身体障害が重複
している人

・重度の肢体不自由であって、両上肢およ
び両下肢の機能が失われ、かつ、座って
いることが困難な程度以上の身体障害が
ある人

障害の程度が次のいずれかに該当する２０歳
未満の児童を養育している人
・身体障害者手帳１・２級程度の人
・愛の手帳１～３度程度の人
・脳性まひまたは進行性筋萎縮症

障害の程度が次のいずれかに該当する父ま
たは母で、１８歳に達した日以降の最初の３
月３１日までの児童を養育している人
・身体障害者手帳１・２級程度の人
・重度の精神障害（所定の診断書により認
められる程度）

・身体障害者手帳１・２
級程度の人

・愛の手帳１・２度程度
の人

・上記と同程度の疾病・
知的・身体・精神障害

・身体障害者手帳３級程
度（４級の下肢の一部）

・愛の手帳３度程度の人
・上記と同程度の疾病・
知的・身体・精神障害

父または母が身体障害者手帳１・２級程
度、愛の手帳１・２度程度、または重度の
精神障害の状態にあり、児童（１８歳に達し
た日以降の最初の３月３１日まで。ただし身
体障害者手帳１～３級・愛の手帳１～３度
程度の児童は、２０歳未満）を扶養している
父、母または養育している人

障害の程度が次
のいずれかに該
当する２０歳未満
の児童を養育し
ている人

手当名

心身障害者福祉手当
（区の制度）

障害児福祉手当
（国の制度）

特別障害者手当
（国の制度）

重度心身障害者手当
（都の制度）

児童育成手当
（障害手当）

─児童に障害があるとき─

児童育成手当
（育成手当）

─父または母に障害があるとき─

特別児童扶養手当
─児童に障害があるとき─

児童扶養手当
─父または母に障害があるとき─

受け付け・問い合わせ

各総合支所
区民課

保健福祉係
�１面参照

対 象

６５歳以上で、原則として要介護区分が要
介護１以上で、寝たきりまたは障害者に
準ずる状態にあると認められている人

内 容

６５歳以上で原則として要介護１以上の人（生計を一にする配偶者、
そのほかの親族を含む）が、寝たきりまたは障害者に準ずる状態に
あると認められる場合は、障害者手帳の交付を受けていなくても障
害者控除対象者認定書の交付により（特別）障害者控除の対象となり
ます。

事 業

障害者控除・特別障害者
控除対象者の認定

福 祉 手 当 等

税 の 減 免
注１障害者自立支援法の施行に伴い、施設入所でも対象になる場合があります
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（１）亜急性硬化性全脳炎
（２）悪性関節リウマチ
（３）悪性高血圧
（４）アミロイドーシス
（５）アレルギー性肉芽腫性血

管炎
（６）遺伝性（本態性）ニュー

ロパチー
（７）遺伝性ＱＴ延長症候群
（８）ウィルソン病
（９）ウェゲナー肉芽腫症
（１０）潰瘍性大腸炎
（１１）家族性高コレステロール

血症（ホモ接合体）
（１２）肝内結石症
（１３）間脳下垂体機能障害

（１４）黄色靭帯骨化症
（１５）強直性脊椎炎
（１６）強皮症・皮膚筋炎及び多

発性筋炎
（１７）球脊髄性筋萎縮症
（１８）筋萎縮性側索硬化症
（１９）クローン病
（２０）劇症肝炎
（２１）結節性動脈周囲炎
（２２）原発性胆汁性肝硬変
（２３）原発性硬化性胆管炎
（２４）原発性免疫不全症候群
（２５）拘束型心筋症
（２６）後縦靭帯骨化症
（２７）広範脊柱管狭窄症
（２８）骨髄線維症

（２９）混合性結合組織病
（３０）再生不良性貧血
（３１）サルコイドーシス
（３２）シェーグレン症候群
（３３）自己免疫性肝炎
（３４）重症多系しん出性紅斑

（急性期）
（３５）重症急性膵炎
（３６）重症無筋力症
（３７）神経線維種症
（３８）進行性筋ジストロフィー
（３９）人工透析を必要とする腎

不全
（４０）スモン
（４１）成人スティル病
（４２）脊髄空洞症

（４３）脊髄小脳変性症
（４４）脊髄性筋萎縮症
（４５）全身性エリテマトーデス
（４６）先天性血液凝固因子欠乏

症等
（４７）先天性ミオパチー
（４８）高安病
（４９）多系統萎縮症
（５０）多発性硬化症
（５１）多発性嚢胞腎
（５２）天疱瘡
（５３）特発性拡張型心筋症
（５４）特発性間質性肺炎
（５５）特発性血小板減少性紫斑

病
（５６）特発性好酸球増多症候群

（５７）特発性大腿骨頭壊死症
（５８）特発性門脈圧亢進症
（５９）ネフローゼ症候群
（６０）膿疱性乾癬
（６１）肺動脈性肺高血圧症
（６２）パーキンソン病関連疾患
（６３）バッド・キアリ症候群
（６４）ハンチントン病
（６５）びまん性汎細気管支炎
（６６）肥大型心筋症
（６７）ビュルガー病
（６８）表皮水疱症
（６９）副腎白質ジストロフィー
（７０）プリオン病
（７１）ベーチェット病
（７２）母斑症

（７３）慢性炎症性脱髄性多発神
経炎

（７４）慢性血栓塞栓肺高血圧症
（７５）ミオトニー症候群
（７６）ミトコンドリア病
（７７）網膜色素変性症
（７８）網膜脈絡膜萎縮症
（７９）ライソゾーム病
（８０）モヤモヤ病（ウィリス動

脈閉塞症）
（８１）リンパ脈管筋腫症（ＬＡ

Ｍ）

（あいうえお順）

医 療 費 助 成
受け付け・問い合わせ

各総合支所
区民課

窓口サービス係
�１面参照

各総合支所
区民課
保健福祉係
�１面参照

【新規・更新受け付け】
各総合支所

区民課保健福祉係
�１面参照

【更新のみ受け付け】
健康推進課地域保健係
（保健サービスセンター）

�１面参照

各総合支所
区民課
保健福祉係
�１面参照

助成方法

心身障害者医療費助成制度を取り扱う医療機関で診
療を受けるときは「健康保険証」と「○障受給者証」を一
緒に提示することにより、自己負担分が助成されま
す。なお、健康保険対象外のものは助成の対象にな
りません。詳しくは、お問い合わせください。

認定された疾病の診療費・調剤費・訪問看護費のう
ち、各種健康保険の自己負担分から患者一部負担額
を除いた額が助成されます。ただし、認定疾病以外
の医療費（けがの治療費）や健康保険が適用されない
自己負担額（差額ベッド代など）は助成対象になりま
せん。

Ｂ型・Ｃ型肝炎のインターフェロン・Ｂ型肝炎核酸アナ
ログ製剤治療にかかる保険診療の患者負担額から、患者
の一部負担を除いた額を助成します（健康保険から支給
される高額療養費などは助成額には含まれません）。

認定された疾病の各種健康保険の自己負担額の一部
が助成されます。ただし、認定疾病以外の医療費（け
がの治療費）や健康保険が適用されない自己負担額
（差額ベッド代など）は助成対象になりません。

健康保険による診療を受けたとき、支払うことにな
っている医療費の自己負担分を助成します。
※住民税課税世帯は一部負担金があります。
※入院時食事療養費は、助成対象外です。

対象

次の用件をすべて満たす人
・６５歳未満で身体障害者手帳１・２級（内部障害は１～３級）の人、また
は６５歳未満で愛の手帳１・２度の人

・前年の本人（２０歳未満の人は世帯主等）所得が都の定める基準以下の人
※健康保険未加入者および生活保護受給者は対象になりません。

医療費助成対象の疾病（下記表１参照）にかかっている人
※健康保険未加入者および生活保護受給者は対象になりません。

・Ｂ型・Ｃ型肝炎のインターフェロン・Ｂ型肝炎核酸アナログ製剤治療
を要すると診断された人

・高齢者医療を受けている人や、ほかの医療助成を受けている人は、こ
の医療助成制度を申請する必要がない場合があります。

１８歳未満で、医療費助成対象の疾病にかかっている人
※健康保険未加入者は対象になりません。

障害の程度が次のいずれかに該当する父または母で、１８歳に達した日以
降の最初の３月３１日までの児童（身体障害者手帳１～３級、愛の手帳１
～３度程度の児童は２０歳未満）を養育している人とその児童の医療費の
自己負担分を助成します。
・身体障害者手帳１・２級程度
・重度の精神障害（所定の診断書により認められる程度）
※ただし次の場合は除きます。
・国民健康保険または社会保険等に未加入のとき
・児童が施設に入所しているとき�注
・本人または扶養義務者の所得が限度額を超えているとき
・生活保護を受けているとき

制度

�障心身障害者医療費助成
（都の制度）

難病医療費助成

Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎
治療医療費助成

小児慢性疾患医療費助成

ひとり親家庭等の
医療費助成制度
─父または母に
障害があるとき─

�注障害者自立支援法の施行に伴い、施設入所でも対象となる場合があります
表１ 医療費助成対象の疾病

� 3578-2111 平成22年（2010年）7月11日障障害害者者ササーービビスス特特集集号号5



日常生活の援助・各種給付等
受け付け・問い合わせ

各総合支所
区民課

保健福祉係
�１面参照

港区社会福祉
協議会

在宅サービス課
FAX３４３８－２７５５
�３４３１－９９８８

東京手話通訳等
派遣センター
FAX３３５４－６８６８
�３３５２－３３３５

各総合支所
協働推進課
活動推進係
�１面参照

各総合支所
区民課

保健福祉係
�１面参照

各総合支所
協働推進課
活動推進係
�１面参照
防災課防災係
�内線２５４５
障害者福祉課
障害者支援係
�内線２６７２

地域振興課
地域振興係
�内線２５３１

FAX３４３８－８２５２

自己負担金など

１回５００円
年６回まで利用できま
す。

乾燥消毒１組１５０円
敷・掛布団の水洗い １枚
各３００円（年１回）毛布の
水洗い１枚５０円（１回）

月５００円

無料

月５００円（現場急行料３０００
円）

・生活保護受給、住民税
非課税の人は無料

・上記以外の人 月４００
円

１食４２０～４７０円（週７食
まで）

世帯の前年所得に応じて
自己負担金があります。
低所得の人は無料です。

生計中心者の前年所得に
応じて自己負担がありま
す。

無料

無料

無料

無料

３０万円まで助成。
※中古福祉車両購入の場
合は、３０万円を上限とし
て購入に要した総費用の
５分の１を助成。※所得
制限があります。

１３万３９００円まで助成します。
※所得制限があります。原
則として、対象者１人につ
き自動車１台限りです。

１６万４８００円まで助成しま
す。
※所得制限があります。

無料

大平台みなと荘は２５００円
で利用できます。
ホテル暖香園は、利用料
金から２１００円が減額。

対象

・重度心身障害者手当を受給している人
・身体障害者手帳下肢・体幹機能障害１級の人
・愛の手帳１度の人

身体障害者手帳・愛の手帳または精神障害者保健福祉
手帳の交付を受けている人で寝具の乾燥が困難な人
※病院などに入院中の人は除きます。

・身体障害者手帳１・２級の人
・愛の手帳１・２度の人
・精神障害者保健福祉手帳１級の人
※いずれも３歳以上６５歳未満の人

身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳
または被爆者健康手帳の交付を受けている人

中度以上の知的障害のある人または自閉症で探索サー
ビスが必要と認められる在宅の人

・１８歳以上の人で身体障害者手帳１・２級のひとり暮
らしまたは障害者のみなどの世帯

・難病にり患しているひとり暮らしの人

６５歳未満の身体障害者手帳、愛の手帳または精神障害
者保健福祉手帳の交付を受けている人で、食事の調理
が困難なひとり暮らしまたは障害者のみ、もしくは障
害者と高齢者のみの世帯の人

・国が指定する難病（疾病名については担当課にお問
い合わせください）にり患している人

・関節リウマチにり患している人
※介護保険・自立支援給付の対象となる人は含まれませ
ん。

・国が指定する難病（疾病名については担当課にお問
い合わせください）にり患している人

・関節リウマチにり患している人
※介護保険・介護給付の対象となる人は含まれません。

聴覚障害または言語機能障害で身体障害者手帳の交付
を受けている人

聴覚障害または言語機能障害で身体障害者手帳の交付
を受けている人

身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳
の交付を受けている人または難病医療費助成を受けて
いる人で、港区家具転倒防止対策等促進事業に基づき
器具の交付を申請した人

（１）高齢者
（２）障害者
（３）健康上の不安を抱えている人

身体障害者手帳の交付を受けた常時車いす利用の人ま
たは、身体障害者手帳の交付を受けた常時車いす利用
の人（児童）と同居の親族
※施設入所の人は対象になりません

下肢または体幹などの身体障害者手帳の交付を受けた
１８歳以上の人で、就労などに伴い自らが運転する自動
車を改造する必要がある人

１８歳以上で身体障害者手帳１～３級の人（内部障害４
級以上、下肢または体幹５級以上で歩行困難な人）、
または愛の手帳の交付を受けた人で、運転免許適性試
験に合格した人

（１）身体障害者手帳の交付を受けている人
（２）愛の手帳の交付を受けている人
（３）精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人
（４）難病医療費助成を受けている人
（５）（１）～（４）に準ずる人

（１）身体障害者手帳の交付を受けている人
（２）愛の手帳の交付を受けている人
（３）精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人
（４）被爆者健康手帳の交付を受けている人
（５）戦傷病者手帳の交付を受けている人

内容

理容師・美容師が自宅まで出張し、理
容（カット・シェービング）、美容（カ
ット・ソフトメイク）を行います。

寝具乾燥消毒車をご自宅に配車して、
寝具（布団）の乾燥消毒を年１２回（うち
１回は水洗い）行います。

月１回、紙おむつを配送します（病院
に入院中で対象のおむつを使用できな
いときは、おむつ代の助成制度があり
ます）。

公衆浴場で利用できる入浴券を年間５２
枚まで支給します。申請日により枚数
が異なります。

知的障害者などがはいかいし居所不明
となった場合、２４時間体制の探索サー
ビスで、所在を早期に発見します。

ひとり暮らしなどの障害者が、家庭内
で病気や火災などの緊急事態に陥った
とき、あるいは一定時間お手洗いの利
用が無い場合に専門の警備員が出動し
て安否の確認および救助活動を行いま
す。非常通報装置、火災センサー、ラ
イフリズムシステムを設置します。

栄養のバランスのとれた昼食または夕
食を、週７回までご自宅にお届けし、
同時に安否の確認をします。（３事業
者から選択できます）

特殊寝台、特殊便器などを給付します。

ホームヘルパーが入浴などの介護や掃
除などの家事援助サービスを提供しま
す（午前８時～午後６時までの間）。

聴覚障害者または言語機能障害者で、
日常生活に手話通訳を必要とする人
に、港区社会福祉協議会に登録してい
る手話通訳員を派遣し、日常生活の利
便と社会参加を促進します（年３６回以
内、１回は４時間以内）。
聴覚障害者または言語機能障害者で手
話通訳や要約筆記を必要とし、警察や
裁判など、高度な技術が必要な人に、
「東京手話通訳等派遣センター」に登録
している手話通訳者・要約筆記者を派
遣し、自立と社会参加を促進します。

震災時の安全確保のために、家具転倒
防止器具の取り付けを行います。

障害者等の救急時（１１９番出動）に、迅
速な救命措置等に役立てるため「救急
医療情報キット」を配布し、安全安心
を支援します。

福祉車両（車いす同乗用）の購買費用の
一部を助成します。

操向装置および駆動装置の改造費用の
一部を助成します。

教習所入所料、技能、学科教習料、受
験料および教材費に相当する費用を助
成します。

災害時に、自分で避難することや身を
守ることが難しい人（災害時要援護者）
で登録を希望する人を対象に、地域の
助け合いによる避難などに活用する災
害時要援護者登録名簿を作成し、管轄
の消防署、警察署、民生委員・児童委
員、災害時の援護に協力できる町会・
自治会に提供します。

大平台みなと荘・ホテル暖香園の利用
料金が、毎年度（４月～翌３月）に、各
施設２泊まで減額となります。介護者
も減額できる場合があります。

事業

理美容（出張）
サービス

寝具乾燥等消毒

紙おむつの支給

無料入浴券交付

知的障害者（児）
はいかい探索支援

事業者方式
緊急通報システム

配食サービス

日常生活用具の給付
（難病患者等）

難病患者等
ホームヘルプ
サービス

手話通訳員の派遣

手話通訳者、
要約筆記者の派遣

家具転倒防止
器具取付

救急医療情報キット

福祉車両
（車いす同乗用）
購入費助成事業

自動車改造費
助成事業

自動車運転免許
取得費助成事業

災害時要援護者登録

区民保養施設の
利用料金の割引
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受け付け・問い合わせ

障害者福祉課
障害者福祉係
�内線２３８３
各総合支所
区民課

保健福祉係
�１面参照

障害保健福祉センター
（ヒューマンぷらざ）

�１面参照

自己負担金

無料

無料

無料

食事代
１食あたり
６００円

対象

２０歳以上の重度脳性まひで身体障害者手帳１級
の人

・身体障害者手帳１・２級の人
・愛の手帳１・２度の人
※原則として、介護保険の対象となる人は除き
ます。

・身体障害者手帳１・２級の人
・愛の手帳１・２度の人
※原則として、介護保険の対象となる人は除き
ます。

・身体障害者手帳１・２級の人
・愛の手帳１・２度の人
・精神障害者保健福祉手帳１級・２級の人

・身体障害者手帳１・２級の人
・愛の手帳１～４度の人
・脳性まひ・進行性筋萎縮症の人
・１８歳以上で、身体障害者手帳の交付を受けた
人で、けが等による一時的に介護を必要とす
るひとり暮らしの人（緊急一時保護に限る）

※原則として、介護保険の対象となる人は除き
ます。

※常時、医療的ケアが必要な人は除きます。

内容

重度脳性まひがある人に、対象者本人の家族を介護
人とし、その介護に対して助成します（毎月１２回ま
で）。

【巡回入浴サービス】 巡回入浴車でご自宅を訪問し
て入浴介助を行います（週２回以内）。

【機械入浴サービス】 障害保健福祉センター内の機
械浴室で入浴介助を行います（月～金曜の午前１０時
～午後５時、週２回以内）。

【介助入浴サービス】 障害保健福祉センター内の家
族浴室で入浴介助を行います（月～金曜の午前１０時
～午後５時、週２回以内）。

【家族浴室貸し出しサービス】 障害保健福祉センタ
ー内の家族浴室を貸し出し、家族などの介助により
入浴することができます（月～金曜の午前１０時～午
後５時、週２回以内）。

【緊急一時保護】 常時介護が必要な障害者の介護者
が病気、冠婚葬祭、そのほか一時的な理由で介護が
できない場合、障害者を障害保健福祉センターにて
一時的に保護します（月６泊７日以内）。
【ショートステイ（レスパイト保護）】 介護者が休養
をとる際に、障害者が障害保健福祉センターにてシ
ョートステイを利用できます（月６泊７日以内、年
２４日まで）。

事業

重度脳性まひ者介護事業

入浴サービス

緊急一時保護・
ショートステイ
（レスパイト保護）

介 護 ・ 派 遣

交通費負担の軽減
受け付け・問い合わせ

各総合支所
区民課

保健福祉係
�１面参照

２３区内の都電、都バス、
都営地下鉄の定期券発
売所（全３１カ所）

各総合支所
区民課

保健福祉係
�１面参照

東京都心身障害者福祉セ
ンター（１８才以上）注１
東京都児童相談センター
（１８才未満）注２

各総合支所
区民課

保健福祉係
�１面参照

注１東京都心身障害者福祉センター �３２０３－６１４１ 注２東京都児童相談センター �３２０８－１１２１

支給額など

年４万４０００円
・７月～９月新規申請
３万３０００円

・１０月～１２月新規申請
２万２０００円

・１月～３月新規申請
１万１０００円

普通車タクシーと同額料金で
ご利用になれます。

ハイヤー料金と同額料金でご
利用になれます（７０００円を限
度に利用料金の７０％を助成し
ます）。

本人は無料
※介護者も割引になる場合が
あります。

本人は無料

無料

割引率 乗車券５０％
定期券３０％

割引率 乗車券５０％（ただし
１０円単位は四捨五入）
※定期券は割引になりません

割引率５０％

対象

・身体障害者手帳 下肢・体幹・視覚１～
３級、内部障害１級の人

・愛の手帳１・２度の人
・精神障害者保健福祉手帳１級の人

・６５歳未満で身体障害者手帳 下肢・体幹
・視覚１～３級、内部障害１級の人
・愛の手帳１・２度の人

福祉キャブ利用登録者

・身体障害者手帳または愛の手帳の交付を
受けている人

・戦傷病者手帳（特別項症～第６項症・第１
款症～第５款症）の交付を受けている人

・原爆被爆者（厚生労働大臣の認定を受けた
人および健康管理手当受給者）

精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい
る人

身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保
健福祉手帳の交付を受けている人

戦傷病者手帳・被爆者健康手帳の交付を受けて
いる人および難病医療費助成を受けている人

身体障害者手帳の交付を受けている人とその介護者

愛の手帳の交付を受けている人とその介護
者

東京都が発行する写真が貼付された精神障
害者保健福祉手帳の交付を受けている人
（本人のみ）

・身体障害者手帳所持者が自ら運転する場
合

・身体障害者手帳（第１種）、愛の手帳（第
１種、１・２度）の所持者を乗せて介護
者が運転する場合（営業用を除きます）

内容

生活圏の拡大や利便のために、タクシー
利用券を給付します。
※ガソリン代の助成との併給はできませ
ん。

障害者本人または同一生計の人が、本人
のために自家用車を使用する場合のガソ
リン代を助成します。
※タクシー利用券の給付との併給はでき
ません。

車いすやストレッチャーのまま乗降でき
る、昇降装置付きタクシーを２４時間運行
しています（事前予約制）。

夜間の緊急時など、福祉キャブの利用が
困難な場合に東京消防庁に登録している
民間救急事業者の車両が利用できます。

都営交通（都営地下鉄、都バス、都電、
日暮里・舎人ライナー）を利用するとき、
無料パスを提示すると料金が無料になり
ます。

乗車するときに手帳を提示すると料金が
無料となります。申請により無料パスを
発行することもできます。

申請により無料パスを発行します。

乗車するときに身体障害者手帳または愛
の手帳を提示すると割引となります。介
護人（１人のみ）が同乗する場合、「民営
バス乗車割引証」を提示すると介護人も
割引となります。

東京都内を運行する一般路線バスの都内
区間の運賃が半額になります。

有料道路を利用するとき、通行料金が割
引になります。

事業

タクシー利用券の給付

ガソリン代の助成

福祉キャブ
（昇降装置付きタクシー）

緊急移送サービス

都営交通の
無料パスの発行

港区コミュニティバス
（ちぃばす）

民営バスの割引証の発行

都内の民営バス
運賃割引

有料道路通行料金の割引
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事業・施設等 内容 受け付け・問い合わせ

自立訓練（機能訓練） 身体障害者が自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、定められた期間において、身体機能および生
活能力の維持、向上のために必要な訓練そのほかの援助を行います。 障害保健福祉センター

（ヒューマンぷらざ）
�１面参照機能訓練

身体障害のある学齢児や重複障害などで訓練を行う必要がある区民の二次的障害を予防し、日常生活の維持・改善が図
れるように支援します。また、１８歳以上で脳血管障害などにより言語訓練を行う必要のある区民を対象に、コミュニケ
ーションや言語の問題の改善を図り、人との交流を楽しめるよう支援します。

相談事業 障害保健福祉センター利用や福祉サービスなどの相談や、障害に関するさまざまな問題について、医師や専門のスタッ
フが各種相談に応じています。

障害保健福祉センター相談担当
�５４３９－８０５３ FAX５４３９－２５１４

こども療育「パオ」

１８歳未満の乳幼児・児童を対象に、日常生活指導や発達援助を行いながら、心身の発達を促し日常生活に必要な力の習
得をめざします。さらに、それぞれの家庭や地域において充実した日常生活が送れるように支援します。そのほか、就
園児、学齢児には、グループごとのプログラムに基づき創作やレクリエーションなどの活動を行います。
【通園事業】指定日クラス（０～３歳６カ月）、日々クラス（３～６歳）、並行・併用通園（幼稚園・保育園在園児）
【就園児グループ】【学齢児グループ】【在宅訪問事業】お子さんの健康状態や家庭の事情により通園することが困難な場合
は、専門スタッフが家庭を訪問し、お子さんにとって必要な療育とアドバイスを行います。
【おもちゃ図書館】親子で一緒におもちゃで遊んだり、借りることができます。

障害保健福祉センター
「パオ」

�５４３９－８０５５ FAX５４３９－８０６９

知的障害者通所更生事業
「工房アミ」

１８歳以上の知的障害者で通所が可能な人に、生活訓練や作業訓練、趣味・レクリエーションを通して自立を促進し、地
域や家庭でより充実した生活を送ることができるよう支援します。１５歳以上１８歳未満の人でも個々の事情により利用す
ることが可能です。

障害保健福祉センター
「工房アミ」

�５４３９－８０５９ FAX５４３９－２５１４

知的障害者通所授産事業
「みなとワークアクティ」

１８歳以上の知的障害者で、一般の企業などに就職することが困難な人に対し、作業・生活・健康などの支援を通して自
立した生活と就労を支援します。

障害保健福祉センター
「みなとワークアクティ」

�５４３９－８０５７ FAX５４３９－８０５８

重症心身障害児・者
通所事業

在宅の身体および知的の重複障害のある重症心身障害児・者が、家族とともに地域社会の中で生活していけるようにす
るため必要な療育および保護者への支援を行います。
未就学の重症心身障害児を対象とした事業は障害保健福祉センターこども療育で、１５歳以上の在宅の重症心身障害者を
対象とした事業は知的障害者更生施設「新橋はつらつ太陽」で実施します。※医療的ケアの必要な人も利用できます。

障害者福祉課障害者支援係
�内線２４６２

精神保健福祉相談 こころの病気（アルコール依存症、思春期などを含む）や認知症の早期発見・早期治療・対応の仕方などについて、精神
科医師が相談に応じています。保健師は随時相談を行っています。

健康推進課地域保健係（保健サービスセンター）
�１面参照

各総合支所区民課保健福祉係
�１面参照

精神障害者
地域生活支援センター
「あいはーと・みなと」

地域で生活する精神に障害がある人の日常生活支援や相談、社会参加や自立への支援を行います。各種講座や食事会、
自由に過ごすことのできるフリースペースなどがあります。

精神障害者地域生活支援センター
「あいはーと・みなと」

�５７９８－４６６０ FAX３４４９－０５３１

家族会 こころの病気のある人の家族の集まりです。交流・相談・勉強会を通じて家族同士でささえあい、学び合う場です。 健康推進課地域保健係（保健サービスセンター）
�１面参照

デイケア
（社会復帰援助事業）

おおむね６５歳以下のこころの病気がある人が、社会や家庭でより自立した生活を送れるように、レクリエーション・話
し合い・創作活動・各種教室などへの参加を通して、社会復帰ができるよう支援しています。

健康推進課地域保健係（保健サービスセンター）
�１面参照

各総合支所区民課保健福祉係
�１面参照

障害者サービス
苦情解決委員会

学識経験者、区民など外部委員で構成される障害者サービスに対する苦情解決のための機関です。区民から寄せられた
苦情について区長に対し、解決に向けた意見・勧告を行います。区長は区のサービス担当課に意見勧告を行うほか、サ
ービス提供事業者に対し指導・助言を行います。

障害者福祉課障害者福祉係
�内線２３８３、２３８６
FAX３５７８－２６７８

成年後見制度推進事業

成年後見制度は、認知症や知的障害、精神障害などにより、判断能力が不十分となった本人に代わり、家庭裁判所が選
任した後見人などが財産の管理や福祉サービスの利用などの身上監護を行い、本人が安心して生活できるよう保護・支
援する制度です。成年後見利用支援センター「サポートみなと」では、成年後見制度の相談や利用の支援・助成など、成
年後見制度をより利用しやすくする取り組みを行っています。

港区社会福祉協議会
成年後見利用支援センター
「サポートみなと」

�３４３１－２０８２ FAX３４３８－２７５５
福祉サービス利用援助事業

在宅生活をしていて知的障害・精神障害・身体障害・高齢などのために、福祉サービスの利用援助が必要な人（※ご本
人の意思で契約できる人）を対象に、地域で安心して生活できるように、福祉サービスの利用手続きや日常的な金銭管
理のお手伝いをしたり、大切な書類などをお預かりします（有料）。

障害者就労支援事業

区内在住の働く意欲のある障害者を対象に、一般企業への就職を支援します。
・職業相談・就職前支援：事業団や民間事業所での実習など
・就職後支援：職場と家庭との連絡調整・仲間づくり・生活相談など
また、区内の事業所などに対し、障害者雇用に関する情報提供などの職業相談も行っています。

ＮＰＯ法人
みなと障がい者福祉事業団

�５４３９－８０６２ FAX５４３９－２５１５

障害者のための
サービス一覧・

障害者福祉課ホームペー
ジ「障害者ネット」

区や港区社会福祉協議会等が、障害者のために提供しているサービスや、問い合わせ先などを詳しく記載しています。
「障害者のためのサービス一覧」平成２２年度版は８月に発行予定です。各総合支所、障害者福祉課等で配布します。
障害者福祉課ホームページ「障害者ネット」は区のポータルサイト「くらし・手続き」からご覧いただけます。

障害者福祉課障害者福祉係
�内線２３８８

障害者に関するシンボルマーク

そ の ほ か

障害者に関するシンボルマークは、国際的に定められたものや法律に基づいているもののほか、各障害者団体が独自に提唱しているものもあります。その中で、代表的なものを
紹介します。各マークの詳細・使用方法・配布方法等は、各関係団体にお問い合わせください。

国際シンボルマーク
障害のある人が利用しやすい建築物や公共輸送機関であることを示す、世界共通のマークです。車いすを利用する
人だけでなく、障害のあるすべての人のためのマークです。

（財） 日本障害者リハビリテーション協会
�５２７３－０６０１ FAX５２７３－１５２３

盲人のための国際シンボルマーク
世界盲人連合で昭和５９（１９８４）年に制定された世界共通のマークで、視覚障害者の安全やバリアフリーに考慮された建物
・設備・機器などにつけられています。信号や音声案内装置、国際点字郵便物、書籍、印刷物などに使用されています。

（社福） 日本盲人福祉委員会
�５２９１－７８８５ FAX５２９１－７８８６

身体障害者標識（身体障害者マーク）
肢体不自由であることを理由に、運転免許に条件を付された人が車に表示するマークです。やむを得ない場合を除
き、このマークをつけた車に幅寄せや割り込みを行った場合には、道路交通法違反となります。

区内各警察署 �欄外参照

聴覚障害者標識（聴覚障害者マーク）
政令で定める程度の聴覚障害のあることを理由に、運転免許に条件を付された人が車に表示するマークです。やむ
を得ない場合を除き、このマークをつけた車に幅寄せや割り込みを行った場合には、道路交通法違反となります。

区内各警察署 �欄外参照

耳マーク
聴覚に障害があることを示し、コミュ二ケーション方法に配慮を求める場合などに使用されているマークです。ま
た、自治体、病院、銀行などが、聴覚障害者に援助をすることを示すマークとしても使用されています。

（社） 全日本難聴者・中途失聴者団体連合会
FAX３３５４－００４６ �３２２５－５６６０

ほじょ犬マーク
身体障害者補助犬法で定められた補助犬（盲導犬・介助犬・聴導犬）を受け入れる店の入口などに貼るマークです。
不特定多数の人が利用する施設（デパートや飲食店など）では、補助犬の受け入れが義務付けられています。

東京都福祉保健局障害者施策推進部自立生活支援課
�５３２０－４１４７ FAX５３８８－１４０８

オストメイトマーク
オストメイト（人工肛門・人口ぼうこうを保有する人）を示すシンボルマークです。オストメイト対応のトイレなど
の設備があることを示す場合などに使用されています。

（社） 日本オストミー協会
�５６７０－７６８１ FAX５６７０－７６８２

ハート・プラスマーク
身体内部に障害のある人を表しています。心臓疾患などの内部障害・内臓疾患は外見からは分かりに＜いため、さまざまな

誤解を受けることがあります。そのような人の存在を視覚的に示し、理解と協力を広げるために作られたマークです。

特定非営利活動法人 ハート・プラスの会
http：//www.normanet.ne.jp/～h-plus/

◆区内各警察署◆ 愛宕警察署 新橋6－18－12 �3437－0110 三田警察署 芝浦4－2－12 �3454－0110
高輪警察署 高輪3－15－20 �3440－0110 麻布警察署 六本木6－2－37 �3479－0110
赤坂警察署（仮庁舎） 南青山1－5－15 �3475－0110 東京湾岸警察署 江東区青海2－7－1 �3570－0110
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